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事務事業名 自殺対策事業

会計区分 事業類型 法定受託系一般会計
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事業番号 110

平成24年度 事務事業評価シート平成24年度 事務事業評価シート平成24年度 事務事業評価シート平成24年度 事務事業評価シート
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要要要要

担当部

直接実施・

運営

100 委託

平成２１年度 ～事業期間

総合計画

分野別計画

予算区分

安心して、相談や情報の提供ができる体制を整備する

2

福祉課

社会福祉係

21

平成２６年度

地域福祉

担当課

1

保健福祉

自殺を考えている人、自殺未遂等の自殺の危険性の高い人等を早期に発見し、自殺を防

ぐ。

これまで保健センターで実施している「心の健康づくり」を進めるとともに、３ヶ年で下記の事

業を行う。

平成21年度：自殺予防のための啓発冊子の作成、相談機関等によるネットワーク会議１回、

職場のメンタルヘルス講演会・シンポジウム１回を行った。

平成22年度：市民を対象とした自殺に対する講演会を行った。

平成23年度：職場の労務管理者や各種相談員を対象とした専門研修を行った。

基本的な考え方として、保健センターが所管している健康日本２１休養・こころの部会で実施

助成 0

3

担当係

根拠法令・個別計画

目的

（対象をどの様な

状態にするのか）

内容

（手段）

実施・運営方法

※費用合計に占める

経費の内訳(割合)

地域自殺対策緊急強化基金管理運営要領（平成21年6月5日付け府政共第633号、内閣府自殺対策推進室長内閣府政策統括官（共生社会政策担当）通知）
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0

53

103

36.3
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0.00
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253

0

0
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53

0.00

1,315

53

230

費用合計

1,262 230

0

283

21.5

受益者負担

費

用

直接経費

正職員

国・県支出金

対前年比

その他財源

53

1,262

一般財源

Ｈ21決算額

基本的な考え方として、保健センターが所管している健康日本２１休養・こころの部会で実施

している「心の健康づくり」が自殺予防対策につながると考えており、基金を活用して、新規

や事業の拡充をしながら、自殺予防に努めている。

【直接経費の内訳】

　講師謝礼（20千円）

　消耗品費（30千円）

無

人件費

従事者数

人件費

0.01

（手段）

従事者数

Ｈ23決算額
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トトトト

財

源

その他職員

50

Ｈ22決算額

0.010.01

245.6

Ｈ24予算額

200

0.01

200

00

50

53
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H22

―

1

1
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27

人

200

H23

―

1

―
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回

関係機関によるネット

ワーク会議

27

講演会・シンポジウム

相談員等の研修会

成果指標名

ネットワーク会議参加

者数

事業の

達成状況

活動指標名 H22

―1 ―

H24H23

110

回

1

―

22

―

1,000

1

1

―

H21

―

―

人

講演会・シンポジウム・

相談員等の研修会参

加者数

80

82

職場の労務管理者や各種相談員を対象とした専門研修を行ったり、市民を対象にし

た自殺に対する講演会を実施することで、自殺予防に努めることができた。

―

―

―

―

H24

引き続き、職場の労務管理者や各種相談員を対象とした専門研修を行ったり、市民を

対象にした自殺に対する講演会を実施するとともに、地域で見守るゲートキーパーの

育成を行う。

年年年年

度度度度

のののの

実実実実

施施施施

結結結結

果果果果

事業実施におけ

る課題等

自殺予防の啓発や地域で見守るゲートキーパーの育成を行う必要がある。

当初は平成21年度から23年度で愛知県自殺対策緊急強化基金を活用して実施する

事業であったが、平成26年度まで事業期間が延長された。よって、引き続き、この基

金を活用し、自殺予防の啓発や相談員等人材の育成を行う。
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改善案等
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一次評価のとおり。現状維持
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事事事事

業業業業

のののの

方方方方

向向向向

性性性性

判定理由

自殺予防の啓発や人材育成を緊急に実施することが困難になる。


